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研究成果の概要（和文）： 
本研究の目的は、日本村落研究（特に農村社会学）のアジアのいわゆる「途上国」といわれ

る村落の開発・発展への貢献可能性を示すことである。名目だけになりがちな「地域ベース」

や「地域主導」アプローチを草の根レベルでのアジアの村落開発・発展に生かすために、「地域」

単位の捉え方や地域性に配慮した社会変容の分析の手法など、日本農村社会学の哲学や方法論

が有効である。さらに、現在の日本とアジアの「途上国」との村落の問題には共通点があるた

め、ノウハウの交換という新しい視点をもったもうひとつの「村落研究」が必要であるとの見

解に至った。 
 
研究成果の概要（英文）： 

The aim of this study is to find the potential contribution of Japanese Rural Studies 
(especially Japanese rural sociology) to rural development in Asian developing countries. 
The approaches of “community-based” and “community-driven” are noteworthy, but 
sometimes are nominal on the grass roots level. Japanese rural sociological philosophy and 
methods can help to understand the real community and to analyze social change 
considering the locality. Moreover, there are similar issues in rural development of Asian 
countries including Japan. Now we need examine alternative rural studies from a new 
point of view to exchange know-how with each other. 
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１．研究開始当初の背景 
 
戦前の日本は基本的に農業社会であった

ため、日本村落研究のひとつである農村社会
学は都市社会学よりも先行して発展し、日本
の領域社会学の発祥といわれている。戦後は、
勝者である諸外国の介入により、欧米をモデ
ルとして、都市との従属関係において村落開
発が位置づけられた。 
現在、世界の貧困人口の多くが村落に存在

することから、開発援助の主要な舞台は村落
となるが、ほとんどの村落開発政策が欧米モ
デルを基準にしているため、村落社会の地域
性との間で齟齬をきたす現象がしばしば起
きている。地域適応的な村落研究や村落開
発・発展手法が必要とされている。 
以上のことから、本研究は、日本村落研究

から、アジアのいわゆる「途上国」といわれ
る村落開発・発展における示唆が導き出せる
というスタンスに立っている。その背景には、
研究代表者の以下の問題意識がある。 
研究代表者は、1990 年前半から今日まで十

数年間、広島県の村落社会の変容に関する調
査研究を継続している。昨今は、山口県の村
落社会にもフィールドを広げ比較研究に着
手している。1990 年代後半からは、マイクロ
ファイナンスが日本の頼母子講と類似して
いるとの仮説から、同時並行で海外（主にネ
パール）の村落研究にも着手するようなった。 
日本とネパールの村落社会の調査研究を

継続する中で生まれてきた問題意識は、「な
ぜ日本人の社会学者が外国の村落研究を行
なうのか。その利点は何か」というものであ
った。ゆえに、国内外の村落の開発・発展に
よって生じる社会現象を乖離して捉えるの
ではなく、比較することが利点のひとつであ
ると考えた。 
本研究では、以下の３つの視点から国内外

の村落の比較研究を行うこととした。 
 

(A)所得貧困を脱出した日本村落社会の経
験をアジアのいわゆる「途上国」の村落開
発・発展に適応する。 
 (B)「貧困削減-経済成長-少子高齢化・格

差」という一連の経験をした日本の村落社会
変容の教訓（正負を含む）をアジアの「途上
国」の村落開発・発展に活かす。 
(C)グローバル化が進む中で同時代的に抱

える村落の問題を共有し、解決への取組につ
なげる。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、アジアの村落開発・発展

において日本の村落研究の社会学的視点が
示唆的であることを実証し、貢献可能性を明
示することである。 
 
３．研究の方法 
 
図 1の(A)を発展させ、(B)のアプローチを

通して日本村落研究の貢献可能性を探るこ
とに重点を置きながら、(C)への示唆を見出
す。そのために以下のことを明らかにする。 
(1)日本村落研究（主に農村社会学）の系

譜を整理し、それらの貢献を、過去から現在
に至る日本の村落社会の変容から検討する。 
(2)アジアのいわゆる「途上国」の村落開

発・発展に示唆的な正負の教訓を抽出する。 
(3) (1)と(2)を踏まえて、包括的なアプロ

ーチを導き出す。 
(4) (3)の適応可能性をアジア村落におい

て調査する。 
(5)アジア村落開発・発展における日本村

落研究の貢献可能性を明確にする。 
 
４．研究成果 
 
 (1) 日本村落研究の貢献可能性 

日本村落研究（主に農村社会学）な先行研
究を整理し、それらの貢献を過去から現在に
至る日本の村落社会の変容から検討した。 
日本における社会学は、西欧から既成の社

会学理論を輸入し、それを基準にして、日本
における市民社会の遅れや歪みを問題にす
ることから出発した。しかし、日本農村社会
学は、他の社会学諸部門とも、他の諸国の農
村社会学とも、やや異なった歩みをしてきた。 

日本農村社会学は、当時、日本が非西欧文
化圏、非キリスト教文化圏のなかで資本主義
の発展をみた国として、資本主義化ないし近
代化は必ずしも西欧化とは同じではないこ
とを自覚し、そのうえに日本発の独自の実証
的な村落研究を行ったのである。 
農村社会学は、目前の農村を正視し、農民

の理解と実践に役立つ立場をとり、農村の社
会的矛盾の解明に強い関心をよせた。社会経
済史学や日本民俗学との関わりの中で出発
し、現場で出会う他分野の学問、農学、経済
学、農業経済学、地理学などの隣接科学と協
働する姿勢をもっており、社会学の中では特
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殊的といってもよいほど、学際的な傾向の強
い領域であった。 
 

(2) アジアの村落開発・発展への示唆 
日本農村社会学は、現場主義的な傾向が強

く理論構築が不十分であったことが指摘さ
れている。これらの課題を克服する前に対象
となる農村自体が変容してしまったと同時
に、日本の農村の衰退と共に存在感も小さく
なり、地域社会学に包摂されてしまったとい
える。 
以上のような問題点はあるが、以下のとお

り、現在的文脈においても示唆的な点もある。
①地域をまるごと捉え、目前の農村を正視し
現代的課題に対峙していた。②貧困問題に関
しても経済的貧困だけではなく、社会関係の
変化や誇りや価値観等の社会的精神的側面
をも含めて農民の暮らしを捉えて貧困等の
社会問題を構造的に捉えていた。③地域の固
有性や多様性、歴史性を重視する姿勢をもち、
それまで否定の対象であった共同体を肯定
し、人々が暮らしていく仕組みや知恵、文化
が蓄積されている「資源」として認めた。④
現場志向で学際的な実践研究を行った。 
なかでも、農村社会学の祖といわれる鈴木

榮太郎の打ち出した「自然村」概念は、アジ
アの村落開発・発展で注目されている社会関
係資本、住民参加、資源管理、制度構築等に
おいて重要であると思われる。さらに、日本
国内（主に山口県）の聞き取り調査を通して
みえてきたことは、アジアの村落開発・発展
に貢献度合いの高いものを、集落、生活改善
グループや生産組合等の活動から見出すこ
とができた。つまり、地域社会の自治、機能
組織の役割と機能、それらを複合的に機能さ
せるため制度構築、地域資源の活用のための
集落点検手法である。 
 
(3)村落開発のためのアプローチ 

国内調査を通して明確になってきたこと
は以下のとおりである。生活改善を例にあげ
ると、この手法は現代的な問題に対応するた
めに地域性を帯びて再構築されているので
ある。ゆえに、日本村落社会での教訓をアジ
アの村落開発・発展に適応可能にするために
は、従来の固定モデルを構築することではな
いとの見解に至った。 
それぞれの手法が機能していた政策、社会

変動、社会構造、政治動向、時代背景と文化
変容などを考慮することが重要であると同
時に、地域社会（集落をベースとしたコミュ
ニティ）を分析の社会単位として据えること、
マクロ・ミクロの動態を正と負の両側面から
捉える必要がある。 
すなわち、もはや一時的で固定的なモデル

を、めまぐるしく変わる社会の実態に適応す
ることは容易ではなく、プロセスを重視した

動態的なアプローチの構築が重要であり、本
研究は、地域ベース（Community-based）や
地域主導（Community-driven）というアプロ
ーチに着目した。 
 
(4) アジア村落での適応可能性 
海外の調査対象地域は、研究代表者が 2000

年より定点調査を行っているネパールが主
であるが、比較の視点を取り入れるためにチ
ベット、インド、韓国の村落の状況も視野に
いれた。（なお、海外調査費用の一部は他の
研究費を使用） 
実際に調査をしてみると、地域ベース

（ Community-based ） や 地 域 主 導
（Community-driven）というアプローチは、
「地域」をどのように捉えるのか、「地域主
導」とはどう進めていくのがよいのか、とい
う議論が深まる前に開発援助プロジェクト
に採用されることがあり、名目的なアプロー
チとなっているケースがあった。アプローチ
の導入および適応の仕方によっては、全く意
味をなさないという事実が浮き彫りになっ
た。 

これらの課題を克服するために、まず、実
際に人びとが村落的な要素をもって相互行
為を行う「地域」単位を見出し、そこでの自
治的な機能を把握することが重要である。外
部者の働き掛けには様々な問題があるが、地
域主導のあり方を認識し、それらの形態を村
落開発・発展として、どのようにかたちにし
ていくか、いかに仕掛けていくかが鍵となる。
さらに、地方行政や他の機能集団とどのよう
な関係性をもっているのかの見極めも重要
となる。 
 今、かつていわれたところの共同体的な
「村落」は日本国内ではほとんどみられない。
条件は異なるが、いわゆる「途上国」では村
落的な要素をもつ社会が多くみられ、村落開
発・発展が優先課題になっていることから、
日本村落研究の途上国への貢献可能性が高
いといえる。 
ただし、重要なのは、「先進国」から「途

上国」への一方的なモデル適応ではなく、掲
げるアプローチの導入・適応方法である。つ
まり、「地域」の捉え方、「地域主導」のあり
方、「地域」の動態性と重層性、「地域」のウ
チの人とソトの人のアクターの役割などを
考慮に入れて、機能するようにアプローチを
実体社会に組み込むことなのである。 
さらには、この見解は海外に限定されるこ

とではない。日本国内の一部の村落でも名目
だけがひとり歩きするという同様の現象が
みられるのである。これらは、国内外問わず、
村落開発・発展における共通の課題であると
いえよう。 
 
(5)アジア村落開発・発展における日本村落



 

 

研究の貢献可能性 
本研究は、日本の村落社会研究のアジアの

村落開発・発展への貢献という一方向的なも
のであった。3 年間という研究計画としては
妥当であったといえるが、この一連の研究を
第一フェーズとして位置づけたい。 

本研究の考察を通して、村落の問題は、同
根、同時代、同心円の問題であるともいえ、
いわゆる「先進国」といわれる日本が、いわ
ゆる「途上国」の手本となる一方向の関係で
はなく、いまや、互いが手本交換できる双方
向の関係性を構築する時期にきている。 
よって、当初の仮説であった図 1 の（C）

の矢印の部分は、双方向の矢印に変更するこ
ととなり（図 2）、今後の村落開発・発展論は、
双方向という新しい視点構築していく必要
があり、もうひとつの「村落研究」のあり方
を検討することが、第二フェーズとして取り
組んでいく今後の課題となる。 
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